
測量・建設コンサルタント等業務における技術・社会貢献評価制度 

 

本県における測量・建設コンサルタント等業務は指名競争入札により発注しており、
入札参加者の指名選定を次のとおり実施しています。 
 
１ 測量業務 
(1) 契約予定金額500万円以上の業務 

指名業者は技術・社会貢献評価数値（以下「評価数値」という。）２点以上の取
得を要件とし、評価数値６点以上の取得者に対してより多くの入札参加機会を提
供する。 

(2) 契約予定金額500万円未満の業務 
指名に当たり評価数値の取得を要件とせず、評価数値２点以上の取得者に対し

てより多くの入札参加機会を提供する。 
２ 建設コンサルタント業務 

指名に当たり評価数値の取得を要件とせず、業務内容に対応した技術力を有する
者の中で評価数値２点以上の取得者に対してより多くの入札参加機会を提供する。 

３ 設計・監理業務 
指名に当たり評価数値の取得を要件とせず、評価数値１点以上の取得者に対して

より多くの入札参加機会を提供する。 
 
（参考）技術・社会貢献評価項目及び配点 
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県の関係事業に対する支援
　ただし、ひょうごボランタリー基金への寄附については、令和５年３月９日まで

　の実績を評価し、令和５年３月10日以降の実績については評価の対象外とする。
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ひょうごの土木技術活用システム等登録
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ＣＰＤ（継続学習制度）単位取得者在籍
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ユニバーサル社会づくりへの参画
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協定等に基づく要請による出動
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別表 

 

１ ＩＳＯ9001認証取得 

加点期間 １年間 

点  数 ２点 

要  件 

測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査等申請時に、登載を希望する

本店及び支店等営業所の全て（以下「全ての営業所等」という。）が、ＪＩＳＱ9001

（ＩＳＯ9001）を公益財団法人日本適合性認定協会（以下「ＪＡＢ」という。）又

はＪＡＢと相互承認している認証機関に認定されている審査登録機関から認証さ

れていること。 

提出書類 必要 

確認方法 

全ての営業所等が記載された、要件に定める認証機関から交付された認証又は登

録証の写し（附属書等を含む。）を県に提出する。 

関係する連絡先 ─ 

 

２ ＣＰＤ（継続学習制度）単位取得者在籍 

加点期間 １年間 

点  数 １点（※要件に該当する業務の種類ごとに加点） 

要  件 

【測量業務の入札に参加を希望する者】 

測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査等申請時に、測量・建設コン

サルタント等業務入札参加資格審査申請要領に定める期間（５年間）内に測量系Ｃ

ＰＤ協議会（事務局：公益社団法人日本測量協会）の測量継続教育(CPD)制度にお

ける学習履歴を20ポイント以上取得している職員を在籍させていること。 

【建設コンサルタント業務の入札に参加を希望する者】 

測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査等申請時に、測量・建設コン

サルタント等業務入札参加資格審査申請要領に定める期間（５年間）内に一般社団

法人建設コンサルタンツ協会の建設コンサルタンツ協会ＣＰＤ制度における学習

履歴を50ポイント以上取得している職員を在籍させていること。 

【設計・監理業務の入札に参加を希望する者】 

測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査等申請時に、測量・建設コン

サルタント等業務入札参加資格審査申請要領に定める期間（５年間）内に建築ＣＰ

Ｄ運営会議（事務局：公益財団法人建築技術教育普及センター）の建築ＣＰＤ（継

続教育/職能開発）情報提供制度における学習履歴を50認定時間以上（建築士分）

取得している職員（建築士）を在籍させていること。 

提出書類 必要 

確認方法 

申請日現在、希望する業種に対応する要件に該当する職員を在籍させている場合

は、測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査申請要領に定める期間内に

単位等を取得した者が確認できる各要件に定める団体が発行するＣＰＤの単位取

得の証明書（写し可）を県に提出する。 

関係する連絡先 ─ 
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３ 人間サイズのまちづくり賞受賞 

加点期間 ２年間 

点  数 １点 

要  件 

兵庫県の人間サイズのまちづくり賞を受賞したこと。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 

 

４ ひょうごの土木技術活用システム等登録 

加点期間 １年間 

点  数 １点 

要  件 

兵庫県内に主たる営業所を有する業者であって、次のいずれかに該当すること。 

ア 自社が開発会社である新技術が、ひょうごの土木技術活用システムに登録さ

れている場合 

イ 自社が開発会社である新技術が、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）に

登録されている場合 

提出書類 不要（ただし、要件のイに該当し、加点を希望する場合は必要） 

確認方法 

要件のアに該当する場合は、県において実績を確認し、要件に該当していれば加

点となる。 

要件のイに該当する場合は、申請日現在、自社が開発会社である新技術が、新技

術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）に登録されていることを確認できる書類を県に

提出する。 

関係する連絡先 ─ 

 

５ 障害者雇用 

加点期間 １年間 

点  数 ２点 

要  件 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第43条第７項の規

定により身体障害者、知的障害者又は精神障害者（以下「対象障害者」という。）

の雇用に関する状況の厚生労働大臣への報告義務を有する者が、測量・建設コンサ

ルタント等業務入札参加資格審査申請要領に定める時点において、対象障害者であ

る労働者（以下「障害者」という。）を雇用し、又は報告義務を有しない者が、測

量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査等申請時に、障害者を雇用してい

ること。 

提出書類 必要（ただし、報告義務を有しない者が加点を希望する場合は

不要） 

確認方法 

公共職業安定所に提出した障害者雇用状況報告書（様式第６号）の写しを県に提

出する。 

関係する連絡先 ─ 
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６ ユニバーサル社会づくりへの参画 
加点期間 １年間 
点  数 １点 
要  件 
次のいずれかに該当すること。 

ア ひょうご障害者ハート購入企業として認定を受けたこと。 

イ 重度肢体不自由者等注１を労働者として雇用している建設業者で、次の(ｱ)～ 

(ｳ)までのすべてを満たすこと。 

(ｱ) 前年度中に重度肢体不自由者等を週所定労働時間10時間以上の労働者とし

て雇用していること。 

(ｲ) (ｱ)の雇用状況を以下の通り申告し、受理されていること。 

 (1)申告先：兵庫県産業労働部政策労働局 労政福祉課雇用就業室 

(2)申告期間：毎年度５月１日～31日（土日祝日を除く） 

(3)申告様式：重度肢体不自由者等雇用状況申告書 

 (4)申告時に必要な添付書類（①②③すべて必要） 

   ①雇用していることを証明する書類 

②補装具（重度障害者用意思伝達装置）が必要な状態であることを確認 

      できる書類注２ 

③補装具（重度障害者用意思伝達装置）の使用を証明する書類注３ 

 ※機器の使用始期が申告年度の前年度以前であること。 

(ｳ) (ｲ)の申告時点において、(ｱ)に該当する者を継続雇用していること。 

なお、ア・イ両方の要件に該当する場合であっても、重複加点は行わない。 

 
注１）「重度肢体不自由者等」は、「原則として、重度の両上肢下肢又は体幹の機

能障害と音声・言語機能障害を併せもつ１級の障害者（ただし、注３の「市
町が発行する補装具費支給券の写し」を提出できる場合はこの限りでな
い。）」及び「難病患者等については、音声・言語機能障害及び神経・筋疾
患である者」であって、補装具(重度障害者用意思伝達装置)によらなければ
意思の伝達が困難な者のことをいう。 

注２）補装具（重度障害者用意思伝達装置）が必要な状態であることを確認できる
書類 
(1)障害者の場合：身体障害者手帳の写し（原則として、両上肢下肢又は体
幹の機能障害と音声・言語機能障害を併せもつ１級の障害者であることが
確認できるものに限る。ただし、注３の「市町が発行する補装具費支給券
の写し」を提出できる場合はこの限りでない。） 

(2)難病患者の場合：特定医療費（特定難病）受給者証の写し（神経・筋疾
患に限る。） 

※音声・言語機能障害の有無が受給者証で不明の場合は別に診断書を添付 
注３）補装具（重度障害者用意思伝達装置）の使用を証明する書類 

(例)市町が発行する補装具費支給券の写し、購入機器の領収書の写し、 
補装具使用の記載のある身体障害者手帳の写し、 
その他補装具の使用が分かるもの 

 
提出書類 不要 
確認方法 
県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ア 健康福祉部障害福祉局ユニバーサル推進課(℡078-362-3261) 

イ 産業労働部政策労働局労政福祉課雇用就業室(℡078-362-9183) 
県土整備部県土企画局契約管理課(℡078-362-4241) 
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７ ＩＳＯ14001又はエコアクション21認証取得 
加点期間 １年間 
点  数 ２点 
要  件 
次のいずれかに該当すること。 
ア ＩＳＯ14001認証取得 

測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査等申請時に、全ての営業
所等が、ＪＩＳＱ14001（ＩＳＯ14001）をＪＡＢ又はＪＡＢと相互承認してい
る認証機関に認定されている審査登録機関から認証されている場合 

イ エコアクション21認証取得 
測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格審査等申請時に、全ての営業

所等が、エコアクション21を一般財団法人持続性推進機構から認証されている
場合 

なお、複数の要件に該当する場合であっても、重複加点は行わない。 
提出書類 必要 
確認方法 
全ての営業所等が記載された、要件に定める認証機関から交付された認証又は登

録証の写し（附属書等を含む。）を県に提出する。 
関係する連絡先 ─ 

 
８ 兵庫県納税功労者表彰 
加点期間 ２年間 
点  数 １点 
要  件 
兵庫県納税功労者表彰を受けたこと。 

提出書類 不要 
確認方法 
県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 

 
９ 女性活躍促進の取組 
加点期間 ２～１年間 
点  数 １点 
要  件 
次のいずれかに該当することとし、加点期間について、アに該当する場合にあっ

ては１年間、イに該当する場合にあっては２年間とする。 
ア 兵庫県の男女共同参画社会づくり条例（平成14年条例第11号）第13条の規定

に基づき、県と男女共同参画社会形成に係る協定を締結していること。 

イ ひょうご女性活躍推進企業（ひょうごミモザ企業）の認定を受けていること。 
なお、両方の要件に該当する場合であっても、重複加点は行わない。 

提出書類 不要 
確認方法 
県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 企画県民部女性青少年局男女家庭課(℡078-362-3385) 
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10 子育て応援協定締結 

加点期間 １年間 

点  数 １点 

要  件 

兵庫県子育て応援協定要綱に基づく子育て応援協定で家庭に配慮した取組を行

うことについて県と協定を締結していること。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 企画県民部女性青少年局男女家庭課(℡078-362-3385)  
 

11 社会貢献活動等 （１）県と災害応急対策業務に関する協定等締結 

加点期間 ２年間 

点  数 １点 

要  件 

災害時における応急対策業務に関する協定を締結していること。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 

 

11 社会貢献活動等 （２）協定等に基づく要請による出動 

加点期間 ２年間 

点  数 ２点 

要  件 

災害発生時に、11（１）に基づく要請を受けて出動したこと。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 

 

11 社会貢献活動等 （３）地域づくりのために資する重要な活動 

加点期間 ２年間 

点  数 １点 

要  件 

県の条例、県との協定等に基づいた「県が関係する地域づくり活動」への主体的

な参加又はその推進に係る県との協働を行った場合であって、測量・建設コンサル

タント等業務入札参加資格者名簿の作成又は更新時に、評価の対象とすべきものと

して各県民局（県民センター）土木事務所又は港管理事務所から契約管理課へ報告

があったこと。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 
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11 社会貢献活動等 （４）県が管理する道路、河川等の公共施設への愛護活動 

加点期間 ２年間 

点  数 １点 

要  件 

県が管理する道路、河川等の公共施設において、清掃・美化、除草、草刈り、植

樹（低木）管理、植栽等の快適な生活環境を創出する活動について、各県民局（県

民センター）土木事務所又は港管理事務所に対し事前に愛護活動計画書を提出した

上で活動後１週間以内に愛護活動報告書により結果を報告したもので、年間の延べ

活動時間（「活動時間×活動人数」の年間合計）が60時間以上あったことが確認で

き、測量・建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿の作成又は更新時に、評

価の対象とすべきものとして各県民局（県民センター）土木事務所又は港管理事務

所から契約管理課へ報告があったこと。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 

 
11 社会貢献活動等 （５）県の関係事業に対する支援 
加点期間 ２年間 
点  数 １点 
要  件 
県又は県の関係事業（県が実施する事業、県との協定に基づいて関係団体が実施

する事業及び県が関係団体に委託した事業）に対して、10万円以上の寄附（土地・
建物、物資の提供等で金銭換算できるものを含み、無償貸与を除く。）を行ったこ
と。 
なお、複数の団体への寄附が確認された場合であっても、重複加点は行わない。 
（参考）評価の対象とする「県の関係事業」 
① 県が実施する事業（ふるさとひょうご寄附金） 
② 県との協定に基づいて関係団体が実施する事業 
(1) ひょうごボランタリー基金への寄附 
(2) 県要請研究への寄附 

③ 県が関係団体に委託した事業（ひょうご子ども・若者応援団への寄附等） 
 

提出書類 不要 
確認方法 
県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ① 企画県民部企画財政局財政課資金財産室(℡078-362-9051) 
②(1) 社会福祉法人兵庫県社会福祉協議会ひょうごボランタリ
ープラザ総務調整部(℡078-360-8845) 
②(2) 公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構管理部 
(℡078-262-5585) 
③ 公益財団法人兵庫県青少年本部総務調整部(℡078-891-7410) 
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11 社会貢献活動等 （６）就業体験事業等への協力 
加点期間 ２年間 
点  数 １点 
要  件 
次のいずれかに該当すること。 
ア 学校教育法（昭和22年法律第26号）第６章に定める県内の工業系又は農業系
の学科のある高等学校、同法第10章に定める県内の工業高等専門学校で実施さ
れた高校生就業体験事業で生徒を受け入れた場合 

イ 学校教育法第11章に定める県内の専修学校、同法第12章に定める県内各種学
校における建設業及び建設関連のコースで実施されたインターンシップ（開設
時間48時間以上）で生徒を受け入れた場合 

ウ 職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）に基づいて設置された県立職業
能力開発施設で実施された公共職業訓練インターンシップ事業で訓練生を受
け入れた場合 

なお、複数の要件に該当する場合であっても、重複加点は行わない。 
提出書類 不要 
確認方法 
県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 

 
11 社会貢献活動等 （７）地域安全まちづくり活動 
加点期間 ２年間 
点  数 １点 
要  件 
ひょうご地域安全まちづくり推進協議会の会員団体が実施する地域安全まちづ

くり活動に参加して安全で快適なくらしを実現するための活動に取り組んだこと。 
提出書類 不要 
確認方法 
県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 企画県民部県民生活局地域安全課地域安全対策班 
(℡078-362-3173) 
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11 社会貢献活動等 （８）刑務所出所者等の雇用 
加点期間 ２年間 
点  数 ２点 
要  件 
次のいずれかに該当する者を３か月以上雇用したこと。 
ア 刑事施設を出所又は少年院を出院した者（ただし、出所又は出院した日から
２年以内の者に限る。以下「刑務所出所者等」という。） 

イ 更生保護法（平成19年法律第88号）第48条に定める保護観察対象者、同法第
85条に定める更生緊急保護の対象者又は売春防止法（昭和31年法律第118号）
第26条第１項に定める保護観察に付された者（これらの対象でなくなった日か
ら１年を経過しない者を含む。以下「保護観察対象者等」という。） 

提出書類 必要 
確認方法 
次のいずれかの方法により確認する。 

１ アに該当する場合 
(1) 矯正就労支援情報センター（以下「コレワーク」という。）を利用して、刑
務所出所者等を３か月以上雇用し、その実績を所管の矯正管区長が証明した矯
正就労支援情報センター（コレワーク）を通じた刑務所出所者等の就職内定に
関する証明書及び誓約書を県に提出する。 

(2) 刑務所出所者等を３か月以上雇用し、「在所（院）証明書」により、その事
実を確認した旨の誓約書を県に提出する。 

２ イに該当する場合 
保護観察対象者等を３か月以上雇用し、法務省神戸保護観察所長がその実績を

証明した保護観察対象者等雇用に関する証明書を県に提出する。 
関係する連絡先 ─ 

 

11 社会貢献活動等 （９）建設業暴力追放活動 
加点期間 ２年間 
点  数 １点 
要  件 
公益財団法人暴力団追放兵庫県民センターが実施する不当要求防止責任者講習

会又は兵庫県建設業暴力追放協議会及び同協議会の賛助会員団体が実施する暴力
団追放研修会に参加して暴力団による不当な影響の排除に取り組んだこと。 
提出書類 必要 
確認方法 
兵庫県公安委員会の証明する受講修了書の写し又は兵庫県建設業暴力追放協議

会の証明する受講修了証の写しを県に提出する。 
関係する連絡先 公益財団法人暴力団追放兵庫県民センター(℡078-362-8930)  
     
12 資格制限 

加点期間 １年間 

点  数 －２点 

要  件 

県の入札参加資格制限を受けたこと。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 
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13 指名停止 

加点期間 １年間 

点  数 －２点 

要  件 

県から６か月以上の指名停止措置を受けたこと。 

提出書類 不要 

確認方法 

県において実績を確認し、要件に該当していれば加点となる。 

関係する連絡先 ─ 

 

 

  


